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中古住宅流通・リフォームに関する税・補助・融資制度

減税制度

固定資産税
補助制度所得税

投資型減税 ローン型減税

耐

【耐震改修促進税制】

①適用期間：平成２５年１２月３１日まで

②控除期間：１年（工事を行った年分の
み）

③控除額：改修に要した費用の１０％
　（控除対象限度額２００万円）

促進税制】

２５年１２月３１日まで

すり設置等工事相当

事相当分：１％
対象限度額1,000万円

【

税制】

２５年１２月３１日まで

行省エネ基準相当へ

事費相当分：１％
対象限度額1,000万円
200万円）

※
始

当該家屋に係る固定資産税額
（１２０㎡相当分まで）

①適用期間と控除期間
　改修時期に応じ

イ 平成１８～２１年：３年

【住宅・建築物耐
（地方公共団体を

①対象事業
　住宅・建築物の

②助成率
　建物の状況によ

.平成１８～２１年：
　ロ.平成２２～２４年：２年
　ハ.平成２５～２７年：１年

②軽減額：１／２を減額

【社会資本整備総
援分野）】
①対象事業
　地方公共団体の
が費用の一部を助
②助成率：概ね45

震改修事業】
通じた助成）

耐震改修工事

り２３％～６６．７％

①基本融資額：１０００万円※１

②返済期間と金利
　イ.通常融資
　　・返済期間１０年以下：２．０４％
　　・返済期間１１～２０年：２．３２％

　ロ.高齢者向け返済特例制度※２

・２０年：２ ５６％

合交付金（地域住宅支

独自制度に対して、国
成

％

　 ．５６％

※１　耐震改修を含む改修費用全額が融資対
象
※２　元金を申込者の死亡時に一括して返済
する制度

　　　　　　　　　　　　　（金利はH22.7.7現在）

バ
リ
ア
フ
リ
ー

【住宅リフォームに関する投資

①適用期間：平成２２年１２月
②控除期間：１年（工事を行っ
み）
③控除額：改修に要した費用
　（控除対象限度額２００万円

型減税】

３１日まで
た年分の

の１０％
）

【バリアフリー改修

①適用期間：平成
②控除期間：５年
③控除率：
　イ.段差解消、手
分
　　　：２％
　ロ.上記以外の工
　※イ＋ロの控除

住宅ローン減税】

住宅の新築、取得、増改

当該家屋に係る翌年
定資産税額（１００㎡
で）

①適用期間：平成２５
日まで
②控除期間：１年
③軽減額：１／３を減

築等を

度分の固
相当分ま

年３月３１

額

【社会資本整備総
援分野）】
①対象事業
　地方公共団体の
が費用の一部を助
②助成率：概ね45

【住宅エコポイン

①対象事業 
 窓や外壁等の

の省エネリフォー

【住宅エコポイン

①対象事業

 窓や外壁等の

の省エネリフォー

合交付金（地域住宅支

独自制度に対して、国
成

％

①基本融資額：１０００万円※１

②返済期間と金利

　イ.高齢者向け返済特例制度※２

　　・２０年：２．７６％

※１　バリアフリー改修を含む改修費用全額
が融資対象。
※２　元金を申込者の死亡時に一括して返済
する制度

　　　　　　　　　　　　　（金利はH22.7.7現在）【既存住宅流通活性化等事業】

ト】（リフォーム） 

断熱改修など、一定

ト】（リフォーム）

断熱改修など、一定

省
エ
ネ

【住宅リフォームに関する投資

①適用期間：平成２２年１２月

②控除期間：１年（工事を行っ
み）

③控除額：改修に要した費用
　（控除対象限度額200万円）
　（太陽光発電設備を設置する
万円）

（イについては２００万円）

型減税】

３１日まで

た年分の

の１０％

場合は300

【省エネ改修促進

①適用期間：平成

②控除期間：５年

③控除率：
　イ.住宅全体を現
　　 改修：２％
　ロ.上記以外の工
　※イ＋ロの控除
　　（イについては

行った場合に、住宅ロー行 場合 、住
末残高に応じ所得税から

①適用期間：平成２５年１
日まで
②控除期間：１０年間
③控除率：１％

控除対象借入限度額は
年により５０００万円～

円と異なる。

（リフォーム工事タイプ）
ン等の年 ムに対して、商品券

や同時に行う他の工事に利用可能

なポイントを発行（省エネリフォームと

同時に行うバリアフリー工事もポイン

ト発行対象） 
当該家屋に係る翌年度分の固
定資産税額（１２０㎡相当分ま
で）

①適用期間：平成２５年３月３１
日まで

②控除期間：１年

③軽減額：１／３を減額

【住宅・建築物省ＣＯ２先導事業】
（国から民間事業者への直接補助）
①対象事業
　モデルプロジェクトとなる省エネリフォー
ムに対して支援を行う。
②補助率：１／２

【社会資本整備総合交付金（地域住宅支
援分野）】
①対象事業
　地方公共団体の独自制度に対して、国
が費用の一部を助成
②助成率：概ね45％

（リフォ

①対象事業
　リフォーム瑕疵保険に加入し、住宅履
歴情報を整備した場合に、リフォーム工
事費用の一部を補助

②補助率：１／４
（１００万円／戸を限度）

等 年
控除。

２月３１

居住開
２０００万

ムに対して、商品券

や同時に行う他の工事に利用可能

なポイントを発行（省エネリフォームと

同時に行うバリアフリー工事もポイン

ト発行対象）

②助成率 概ね45％

既
存
住
宅
流
通

【既存住宅流通活性化等事業】
（既存住宅流通タイプ）
①対象事業
　既存住宅売買瑕疵保険に加入し、住
宅履歴情報を整備した場合に、売買時
に行うリフォーム工事費用の一部を補助
②補助率：
１／３（構造・雨水防水工事を含む場合）
１／４（構造・雨水防水工事を含まない
場合）
（１００万円／戸を限度）

【フラット３５】
①融資割合：１００％
②返済期間と金利
　取扱い金融機関により異なるが、
　イ．返済期間が21年以上35年以下
　　2.320％～3.280％
　ロ．返済期間が20年以下
　　2.100％～3.200％

　　　　　　　　　　　　　　（H22.7時点）

【住宅エコポイント】（リフォーム） 
①対象事業 
 窓や外壁等の断熱改修など、一定

の省エネリフォームに対して、商品券

や同時に行う他の工事に利用可能

なポイントを発行（省エネリフォームと

同時に行うバリアフリー工事もポイン

ト発行対象） 
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